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３．２．６ 海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの評価準備 
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(1) 業務の内容  

 

(a) 業務題目: 海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの評価準備 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人東京大学地震研究所 

 

 

教授 

教授 

助教 

特任研究員 

佐藤 比呂志 

岩崎 貴哉 

石山 達也 

加藤 直子 

 

(c) 業務の目的 

  海域・海陸統合構造調査などによって得られるデータ（３．２．２、 ３．２．３）や、

構成岩石モデル（３．２．５．３）から得られるレオロジー特性を反映させ、より現実的

な日本海周辺域の構造を反映した構造モデルを構築する。この構造モデル内に、断層の形

状モデル（３．２．５．１）を取り入れ、プレート境界での変位に伴う内陸の断層面上で

の応力変化を求めることにより、海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの評価準備

を行う。 

 

(d) ８か年の年次実施計画 

1)平成 25 年: 

構成岩石の暫定モデル（（2）⑤-3）にもとづいて、日本海域周辺のリソスフェアー構

造を日本列島の三次元モデルに反映させるための、デジタルデータを作成する。 

2)平成 26 年: 

 日本海および沿岸域の断層形状モデル（３．２．５．１）と構成岩石の初期モデル（３．

２．５．３）にもとづいて、日本海域周辺の粘弾性モデル（初期モデル）を作成し、東

北地方太平洋沖地震後の応力緩和に対応した断層面に作用するクーロン応力変化を求

める。 

3)平成 27 年: 

 プレート境界に東北地方太平洋沖地震に伴うすべりを与え、観測された地殻変動をも

とに構造モデルの修正を行う。 

4)平成 28 年: 

 過去のプレート境界の巨大地震に相当する変化を与え、その後の過去の被害地震の発

生の復元性について検討を加える。 

5)平成 29 年: 

構造調査などの成果、更新した断層モデルを統合モデルに反映させる。過去のプレー

ト境界の巨大地震と、内陸被害地震の関係について、数値実験によって検討する。 

6)平成 30 年: 

東北地方太平洋地震に伴うすべりを、震源域に与え、その後の上盤プレート内での応

力変化、地殻変動を求め、観測された測地データ・発震機構解のデータと比較する。同
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時に、震源・波源断層面上のクーロン応力を求め、地震の発生のし易さを評価する手法

を検討する。 

7)平成 31 年: 

数値実験を行い、東北太平洋沖地震後、地震が発生しやすい断層群を抽出する。 

8)平成 32 年: 

南海トラフ・千島弧の日本海溝沿いでのすべり欠損の増大に伴う、内陸・海域の断層

群について、応力変化をもとめ、プレート境界での応力蓄積なともなう内陸での地震の

起こりやすさについて、定量的に明らかにする。 

 

 (e) 平成２５年度業務目的 

構成岩石の暫定モデル（３．２．５．３）にもとづいて、日本海域周辺のリソスフェアー

構造を日本列島の三次元モデルに反映させるための、デジタルデータを作成する。 

  

(2) 平成２５年度の成果  

 (a) 業務の要約 

 日本海および沿岸域のリソスフェアー構造をモデル化するための最初の段階として、制

御震源による地殻構造調査結果にもとづいて、モホ面の深度マップを作成した。 

   

 (b) 業務の実施方法と成果 

 日本海域とその沿岸域の地震活動は、2011 年東北太平洋沖地震の前に日本海沿岸での被

害地震（2004 年中越地震、2007 年中越沖地震、2007 年能登半島沖地震）などのように密

接な関連が推定されている。2011 年東北太平洋沖地震後の地殻活動は、上盤プレートの活

動がプレート境界地震によって、多大な影響を受けていることを示した。本業務では、プ

レート境界巨大地震と日本海および日本海沿岸の地震活動の関係を、力学的に明らかにす

ることを目的として、数値モデルを構築する。すでに一次モデルについては、三次元有限

要素モデルが構築され（図 1）、東北太平洋沖地震後の応力緩和による応力変化の経年変化

などの数値実験が行われている 1)。今後、このモデルを高精度化していく上で、モホ面の

分布、リソスフェアーの深度など、数値モデルに取り込んでいく必要がある。このため、

平成 25 年度は日本海域のモホ面深度マップを作成した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 日本海の地殻構造については、日本・ロシア・韓国などによって、地殻構造探査が実施

されてきた。近年、重力異常と速度構造を用いて、モホ面深度マップが公表されている 2)。

図 1 日本列島の三次元有

限要素モデル （橋間ほ

か，20131）） 
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この研究は、速度構造としてはロシア領海の資料を取りまとめたもので、日本側のデータ

が取り扱われていない。このため、公表された地殻構造探査結果をもとに、地図上に測線

を記入し、モホ面の形状を表現できる測線上の地点に、海水準からのモホ面深度を記入し

た。これらの資料と、前述した Kulinich and Valitow (2011)2)のモホ深度マップ・海底地

形などを考慮して、モホ面の等高線を作成した（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図 2 日本海のモホ面深度図 

 黒線: 構造探査測線、青線: ひずみ集中帯重点的調査観測による構造探査測 3)、黄色丸: 

モホ面深度の読み取り箇所と数値（km）、紫線: モホ面の等深度線。文献番号 3〜17 の成

果に基づく。 

 



 251

(c) 結論ならびに今後の課題 

 日本海および沿岸域のリソスフェアー構造をモデル化するための最初の段階として、制

御震源による地殻構造調査結果にもとづいて、モホ面の深度マップを作成した。今後、地

形とモホ面深度との相関などを利用して、より合理的な外挿を行う必要がある。 
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 (f) 成果の論文発表・口頭発表等 

  なし 

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

なし 

2)ソフトウエア開発 

   なし 

3) 仕様・標準等の策定 

 なし 

 

(3) 平成２６年度業務計画案  

 日本海および沿岸域の断層形状モデル（３．２．５．１）と構成岩石の初期モデル（３．

２．５．３）にもとづいて、日本海域周辺の粘弾性モデル（初期モデル）を作成し、東北

地方太平洋沖地震後の応力緩和に対応した断層面に作用するクーロン応力変化を求める。 

 

 


